
 
 

平成 21 年 1 月の公社債市場 

 

（１）流通市場 

10 年国債の利回り（注１）は、前月末の急落の反動を受けて上昇して始まったも

のの、その後は内外経済指標が景気の悪化を示していることや経済産業省が産業活力

再生法を活用して一般企業への出資に対して損失補填を行う制度を発表したこと等

が交錯し、1.2%台のレンジ内を揉み合いながら推移した。 

政府短期証券の利回り（注２）は、中旬までほぼ横ばいで推移し、月末に向けては

経済産業省が産業活力再生法を活用して一般企業への出資に対して損失補填を行う制度

を発表したこと等から上昇を示した。 

債券利回りの推移

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

20/5 20/9  21/1 12/30 1/8 1/15 1/21 1/27

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

長期国債利回り
（注1）左目盛

短期国債利回り
（注2）右目盛
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（注1）長期国債（10年）直近発行ものの公社債店頭売買参考統計値の
　　　　平均値（単利）。
（注2）政府短期証券（3か月）直近発行ものの公社債店頭売買参考統計値の
　　　　平均値（単利）。28日からは政府短期証券が国庫短期証券に統合発行
　　　　されることに伴い、国庫短期証券（3か月）を統計の対象とした。
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［平成 21 年 1 月の主なトピックス］ 

日 付 トピックス 

１月８日 
日本銀行 初めての企業金融支援特別オペを実施 

⇒応札・落札額は 1兆 2248 億円 

１月９日 

 

米国雇用統計発表 

非農業雇用者数 前月比 -52.4 万人、失業率 7.2%（前回 6.7%） 

１月１４日 米国小売売上高発表 前月比-2.7%（前回 前月比-2.1%） 

 加通信機器大手ノーテル・ネットワークス 米連邦破産法 11 条の適用申請

を発表⇒米国にて株安・債券高に 

１月１５日 11 月機械受注(船舶・電力除く民需) 前月比-16.2% 

⇒機械受注の基調判断を「大幅に減少している」に下方修正 

 欧州中央銀行（ＥＣＢ） 政策金利を 2.5％から 2.0％に引き下げ 

トリシェ ECB 総裁 記者会見 ⇒政策金利について現水準が最低水準とは

言っていないという旨の発言をし、追加利下げを示唆 

１月１６日 米財務省 米金融大手バンク・オブ・アメリカに公的資金 200 億ドルを追

加で資本注入すると発表⇒米国にて株高・債券安に 

１月１９日 11 月鉱工業生産指数確報値 前月比-8.5%（前回 前月比-8.1%） 

 11 月設備稼働率指数確報値 前月比-9.4%（前回 前月比-3.9%） 

１月２０日 内閣府 月例経済報告発表 ⇒景気判断を前回の「悪化している」から「急

速に悪化している」に下方修正 

１月２２日 12 月貿易統計（貿易収支） -3207 億円（前回 -2234 億円） 

⇒輸出額が前年比-35.0%の 4 兆 8319 億円となり、過去最大の減少率 

 日本銀行 金融政策決定会合開催（1月 21 日～1月 22 日） 

⇒全員一致で現状の金融政策を維持することを決定 

長期国債買入れにおける対象国債の追加や国債の残存期間別の買い入れ額

について公表 

１月２３日 日本銀行 金融経済月報発表 ⇒景気判断は、前回の「悪化している」か

ら「大幅に悪化している」に下方修正 

１月２６日 米国 12 月中古住宅販売件数 474 万戸(前回 445 万戸)  

１月２７日 経済産業省 産業活力再生法を活用して一般企業への出資に対して損失補

填を行う制度を発表 

⇒日本政策投資銀行や国が指定する民間金融機関が国の認定を受けた一般

企業に行う出資について、出資先の企業の倒産や株価の大幅な下落で損失

が出た場合に、日本政策金融公庫が損失の一部を補填する 

１月２９日 米連邦準備理事会 米連邦公開市場委員会開催（1月 21 日～1月 22 日） 

⇒政策金利は 0～0.25％に据え置き、クレジット市場の状況改善につながる

のであれば、長期国債を買い入れる用意がある旨の表明 

１月３０日 12 月鉱工業生産（速報値） 前月比 -9.6%（前回 前月比 -8.5%） 

 12 月全国消費者物価コア指数 前年比 +0.2%（前回 前年比 +1.0%） 

 



 
 

 

 

日 付 長期国債（注１） 短期国債（注２） 

  参考統計値  参考統計値 

12 月 30 日 297 回債(発行済) 1.163 561 回債 0.224 

1 月 5 日 │ 1.198 │ 0.215 

6 日 │ 1.253 ↓ 0.205 

7 日 ↓ 1.250 563 回債 0.194 

8 日 298 回債(14 日発行) 1.300 │ 0.196 

9 日 │ 1.286 │ 0.199 

13 日 │ 1.241 ↓ 0.203 

14 日 │ 1.260 564 回債 0.231 

15 日 │ 1.206 │ 0.230 

16 日 │ 1.218 │ 0.227 

19 日 │ 1.245 │ 0.226 

20 日 │ 1.215 ↓ 0.228 

21 日 │ 1.224 565 回債 0.247 

22 日 │ 1.230 │ 0.249 

23 日 │ 1.230 │ 0.249 

26 日 │ 1.221 │ 0.254 

27 日 │ 1.265 ↓ 0.257 

28 日 │ 1.255 1 回債 0.290 

29 日 │ 1.265 │ 0.290 

30 日 ↓ 1.289 ↓ 0.291 

 

（注１）長期国債（10 年）直近発行ものの公社債店頭売買参考統計値における平均値の単利利回り。発表日は翌日付。 

（注２）政府短期証券（3か月）直近発行に係るものの公社債店頭売買参考統計値における平均値の単利利回り。発表日

は翌日付。28 日からは政府短期証券が国庫短期証券に統合発行されることに伴い、国庫短期証券（3 か月）を

統計の対象とした。 

 



 
 

（２）発行市場 

平成 21 年 1 月の国内公募公社債発行額は、11 兆 8,160 億円となり、前月 11 兆 8,474

億円に比べて 315 億円の減少となった。 
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(注)１．国内で発行された公募債のみを対象として集計(払込日ベース)。

    ２．国債は市中消化分。ただし、郵貯窓販分及び個人向け国債を含む。

    ３．政地債等は、地方債、政府保証債、財投機関債及び地方公社債の合計。

    ４．その他は、転換社債型新株予約権付社債(ＣＢ)、資産担保型社債及び円建外債の合計。
 

 

 

① 国債 

・今月は 30 年利付国債及び個人向け国債等の発行月であったため、発行額は増加し

た。 

前月比

 国  債 86,807 81,463 97,282 90,200 85,856 102,065 16,208
  (うち 割引短期国債) (13,999) (14,000) (15,000) (15,000) (15,000) (17,000) (2,000)
  (うち 個人向け国債) (0) (0) (4,390) (0) (0) (5,046) (5,046)

発 行 額 (億円) 平成20年8月 10月9月 平成21年1月11月 12月

 
(注) 億円未満は四捨五入(以下同じ)  

 

 

② 地方債、政府保証債及び財投機関債等 

・3ヶ月ぶりに地方公社債の発行が行われた。 

前月比

 地方債 3,750 5,373 3,239 6,492 8,113 5,115 △ 2,998
  （うち 住民参加型） (280) (173) (39) (192) (1,003) (35) (△ 968)
 政府保証債 3,700 3,700 4,100 3,400 5,600 4,300 △ 1,300
 財投機関債 1,107 5,433 450 3,884 3,767 1,490 △ 2,277
 地方公社債 100 100 0 0 0 200 200
 計 8,657 14,606 7,789 13,776 17,480 11,105 △ 6,375

発 行 額 (億円) 平成20年8月 10月9月 平成21年1月11月 12月

 

 



 
 

 

 

③ 普通社債 

・年末の資金需要による一般事業債の大量発行が落ち着き、普通社債の発行額は半減

した。 

前月比

 普通社債 3,350 9,839 3,520 3,150 13,338 4,990 △ 8,348
  （うち 個人向け社債) (1,700) (1,664) (700) (100) (5,950) (150) (△ 5,800)
 電力債 700 2,350 2,200 2,450 950 850 △ 100
 一般事業債 950 5,989 620 300 8,545 2,440 △ 6,105
 NTT･JR･JT債 0 0 700 400 850 1,100 250
 銀行社債 1,700 1,500 0 0 2,993 600 △ 2,393

発 行 額 (億円) 平成20年8月 10月9月 平成21年1月11月 12月

 

(注)１．一般事業債には、放送債券及び投資法人債券を含む｡
２．普通社債のうち個人向け社債は、個人向けであることを引受証券会社に確認できたもの。  

 

 

④ 円建外債、ＣＢ及び資産担保型社債 

・前月に続き、円建外債の発行なし。 

前月比

 Ｃ  Ｂ 0 0 0 0 1,500 0 △ 1,500
 資産担保型社債 1,000 500 0 0 300 0 △ 300
 円建外債 2,091 1,963 0 0 0 0 0
 計 3,091 2,463 0 0 1,800 0 △ 1,800

発 行 額 (億円) 平成20年8月 10月9月 平成21年1月11月 12月

 

 

 


